
No.
ファイ

ル形式

添付済

み

1 ○

2 ○

3 ○

4 ○

5 ○

6
Excel

作成必要 ○

7
既存資料

を添付 ○

申請書類チェック表

各「No.」ごとにクリップ留めをしてご提出いただくようお願いします。

書類の名称

申請書類チェック表(本チェック表)

振込先の通帳等の写し(振込先が分かる資料)

※当座：当座勘定照合表、普通：通帳おもて面及び通帳を開いた１・２ページ目等

既存資料

を添付

事業者要件の確認及び補助額算定書(別記第２号様式)

令和４年４月から令和７年９月までのLPガスの使用量（連続する26月

分）が分かる資料（請求書等のコピー）

売上等が減少していることの根拠資料

※売上台帳、月次残高試算表の写し、法人税事業概況説明書の控、所得税青色申告決

算書の控等、対象月の月間売上高がわかり、○年○月と明確な記載があるもの

暴力団等の排除に関する誓約書（別記第３号様式）

Excel

作成必要
補助金交付申請書兼実績報告書（別記第１号様式）

提出する際は、書類を確認して「添付済み」の欄に"○"を記入



別記第１号様式（第３条関係）

年 月 日

 （申請者）　

１　補助金申請額　　金 円

２　関係書類

（１）事業者要件の確認及び補助額算定書（別記第２号様式）及び関係資料

（２）暴力団等の排除に関する誓約書（別記第３号様式）

４　振込先

当座 普通

メールアドレス xxxxxxxxxx@yyy.zzz.com

３　連絡先

営業戦略係長　□□

000-000-0000

担当者職・氏名

ＦＡＸ番号000-000-0000電話番号

記

ＬＰガス高騰対策緊急支援事業補助金交付申請書兼実績報告書

ＬＰガス高騰対策緊急支援事業補助金の交付を受けたいので、ＬＰガス高騰対策

所属名称

327,000

緊急支援事業補助金要綱第３条の規定により、下記のとおり申請します。

（３）振込先の通帳等の写し（下記「４　振込先」の情報が全て確認できるもの）

営業部

　 当座：当座勘定照合表、普通：通帳おもて面及び通帳を開いた１・２ページ目等

令和 7

株式会社●●

代表取締役　△△　△

名　称

代表者職名・氏名

11 4

000-0000郵便番号

新潟市中央区〇〇町00-0

新潟県知事　様

住　所

〇〇銀行 口座種別
（該当するものに☑）××支店

金融機関名

支店名

ﾌﾘｶﾞﾅ(半角)

口座名義人

9999999

カ.マルマル

株式会社●●

口座番号
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別記第２号様式（第３条関係）

１　申請者概要

建設業 運輸業

飲食サービス業 生活関連サービス業

その他サービス業 農業、林業、漁業

円

２　事業者要件該当(売上減少要件)

年 6 月 円 年 6 月 円 ％

※ 添付資料

資本金・出資金 1,000,000

従業員数（会員・構成員数） 13 人（社）

①令和４年１月以降の ②令和元年（平成31年）～令和３年の

企業名(団体名・屋号) 株式会社●●

業種
(産業分類・大分類)

製造業 卸売業 小売業

宿泊業

医療・福祉

情報通信業 その他（　　　　　　　　　　　　）

事業者要件の確認及び補助額算定書

令和４年１月以降の任意の１か月の売上高、粗利益、付加価値　額のいずれかが、
令和元年～令和３年の同１か月と比較して５％（付加価値額の場合は10％）以上減
少している状況を記入してください。

　①比較する費目

　売上等が減少していることが分かる資料

売上台帳、月次残高試算表の写し、法人税事業概況説明書の控、所得税青色
申告決算書の控等、対象月の月間売上高がわかり、○年○月と明確な記載が
あるもの

　　　　売上高　　　粗利益　　　付加価値額　　（該当する費目に☑）

　②減少率

③減少率

3,460,500 -6.1%

任意の１か月 同１か月 (①-②)/②

4 3,249,025 3



３　補助金限度額の算定

月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月
月 月

補助金限度額の算定方法

千円未満切り捨て

※ 添付資料

1 1,336.7
2 1,279.6
3 1,375.6

3 1,322.9

12 1,301.2
1 1,446.2
2 1,431.6

6 1,115.3
7 1,081.9

下表のいずれかの単位欄を用いて入力してください。

対象月
連続する26月

4 1,254.8

12 1,130.3

1,029.7
9 1,009.9

11 1,445.9

LPガス購入に係る請求書、LPガスのメーター記録等、LPガスの使用量（購入
量）が分かり、〇年〇月と明確な記載があるもの

補助額 327,000

26か月×(15.44/26)

②　1,072,000円以上の場合は、補助上限1,072,000円
　　1,072,000円未満の場合は、①の千円未満切り捨て

使用量（kg）
対象月

連続する26月
使用量（㎥）

10 1,211.8

8

6 1,110.0

令和４年４月から令和７年９月までLPガスの使用量

10 1,266.6
11 1,154.3

7 1,098.4

1,340.6

4 1,199.4
5 1,232.9

5

8 1,069.2
9 1,004.0

　ＬＰガスの使用量（購入量）が分かる根拠資料

5 1,669.6

327,257算定結果

①　15.44か月分の使用量×７．８円/ｋｇ又は17円/㎥

6 1,498.1

15.44か月分 19,25015.44か月分



請求書
2023/5/23

〒000-0000

新潟市中央区〇〇町00-0 株式会社　ＬＰガス販売　　　　

株式会社●●●　様

2023年5月分

前回ご請求額 当月外補正額 当月ご入金額 差引金額 当月お買上額 当月消費税額 今回ご請求額

365,889 0 365,889 0 389,220 35,383 389,220

日付 項目名・摘要 数量 単位 単価 金額 備考

株式会社●●●

5月15日 ガス基本料金 2,600

ガス従量料金 1340.6 ㎥ 262.0 351,237

消費税計 (10%) 35,383

お買上総額 389,220

印

該当月の使用量が分かるもの26か月分を添付

今回の場合はR5.5月～R7.6月分(6月分以降省略)

メーター記録や領収書等でも可



売上台帳

2021年6月分 株式会社●●●

No. 日付 取引先 品目 数量 単価 金額

1 5月2日 △△商店 ×× 15 19,225 288,375

2 5月2日 ◆◆商店 ×× 30 19,225 576,750

3 5月13日 △△商店 ×× 15 19,225 288,375

4 5月13日 ◆◆商店 ×× 30 19,225 576,750

5 5月19日 △△商店 ×× 15 19,225 288,375

6 5月19日 ◆◆商店 ×× 30 19,225 576,750

7 5月25日 △△商店 ×× 15 19,225 288,375

8 5月25日 ◆◆商店 ×× 30 19,225 576,750

3,460,500金額合計

該当月の売り上げが分かるもの

手書きの売上台帳や法人税事業概況説明書、所得税青色申告決算書の控等でも可



売上台帳

2022年6月分 株式会社●●●

No. 日付 取引先 品目 数量 単価 金額

1 5月2日 △△商店 ×× 15 19,225 288,375

2 5月2日 ◆◆商店 ×× 28 19,225 538,300

3 5月13日 △△商店 ×× 15 19,225 288,375

4 5月13日 ◆◆商店 ×× 30 19,225 576,750

5 5月19日 △△商店 ×× 15 19,225 288,375

6 5月19日 ◆◆商店 ×× 28 19,225 538,300

7 5月25日 △△商店 ×× 15 19,225 288,375

8 5月25日 ◆◆商店 ×× 23 19,225 442,175

3,249,025金額合計

該当月の売り上げが分かるもの

手書きの売上台帳や法人税事業概況説明書、所得税青色申告決算書の控等でも可



別記第３号様式（第３条関係）

年 月 日

(2) 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

新潟県知事　　　　　　　　　　様

交付申請をするに当たり、次の事項を誓約します。

法人以外の団体である場合は代表者、理事その他これらと同等の責任を有する者

をいう。）は、次のいずれにも該当しないこと。

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77

号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

１ 自社（個人である場合にはその者）又は自社の役員等（法人である場合は役員

又は支店若しくは営業所の代表者その他これらと同等の責任を有する者をいい、

暴力団等の排除に関する誓約書

私は、ＬＰガス高騰対策緊急支援事業補助金交付要綱第３条の規定に基づき、

（申請者）

　住　所

　名　称

　代表者名

000-0000

新潟市中央区〇〇町00-0

株式会社●●

代表取締役　△△　△

　郵便番号

令和 7 11 4

支援事業補助金の交付決定を取り消すことを承諾します。

(7) (3)から(6)に掲げる者のほか、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき

(3) 暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者

は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者

又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者

(6) 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者

ととなった場合は、新潟県に速やかに届け出るとともに、ＬＰガス高騰対策緊急

２ １の誓約事項に虚偽の内容があった場合又は１の（1）から（7）に該当するこ

(4) 自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又

(5) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接的

　関係を有する者



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

振込先通帳の写し(振込先が分かるもの) 

当座：当座鑑定照合表、普通：通帳 1,2 ページ目等 
 


